予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新生活困窮者自立支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉係　電話番号：058-272-8261
　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費    91,065千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	91,065
	60,758
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,307

	決定額
	60,000
	45,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　失業等の経済的な問題や引きこもり等による社会からの孤立など様々な問題を複合的に抱えた結果、相談者自身が自分の問題を正確に把握できないケースも多く、一方で対象者別・支援制度別の縦割りによる支援では、相談者が必要な支援制度にたどり着けない現状がある。

そのため、相談者の抱える問題の全体を把握した上で、相談者のニーズに合わせた自立支援事業として、平成２７年４月から施行される生活困窮者自立支援法（以下「法」という。）において実施主体とされている福祉事務所設置自治体の県（郡部において福祉事務所を設置）が、同事業を実施する必要がある。
（２）事業内容
　　【自立相談支援事業】
　　　・生活困窮者からの相談を受け、①～③の業務を行う。

　　　　①生活困窮者の抱えている課題を評価・分析し、そのニーズを把握

　　　　②ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう、自立支援計

画（プラン）を策定

　　　　③プランに基づく各種支援が包括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を実施

　　　・プラン策定時や支援終結時等に、当該プラン内容の評価と共有を行うため、関係機関の担当者が集まる「支援調整会議」を開催する。
　　　・支援調整会議で了承されたプランにおいて法定サービス等が含まれている場合には、県福祉事務所において「支援決定」を行う。
　　　　　 ※支援決定が必要な法定サービス等

　　　　　　 ○ハローワークが行う生活保護受給者等就労自立促進事業の利用
　　　　　　 ○就労訓練事業所の利用あっせん

○家計相談支援事業の利用　　　　　　　など

　　【家計相談支援事業】

・相談者とともに家計の状況を理解し、「家計を管理しよう」という意欲を引き出すとともに、相談者自身が家計を管理できるようになるため、①～④の業務を行う。
①家計表等の作成支援や出納管理等の支援など家計管理に関する支援の実施

②滞納（家賃、税金、公共料金等）の解消や各種給付制度等の利用に向けた支援の実施

③債務整理に関する支援の実施（多重債務者相談窓口との連携等）

④貸付のあっせん　　　　　　　　　　　　　など
（３）県負担・補助率の考え方

○福祉事務所未設置の町村区域における実施主体は県。（法第３条②二）

○負担区分

【自立相談支援事業】国庫負担３／４（法第９条①三）
【家計相談支援事業】国庫補助１／２（法第９条②二）
（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	89,356
	生活困窮者相談支援業務委託料
　・自立相談支援事業分　59,195
　・家計相談支援事業分　30,161

	報償費
	126
	自立相談支援事業分（支援調整会議委員報償費）

	旅費
	34
	自立相談支援事業分（支援調整会議参加旅費）

	需用費
	894
	自立相談支援事業分（県執行：消耗品費、燃料費等）

	役務費
	255
	自立相談支援事業分（県執行：支援調整業務）

	工事請負費
	400
	自立相談支援事業分（電話回線設置等工事）

	合計
	91,065
	


	　決定額の考え方　

家計相談支援事業については、自立相談支援事業で配置する相談支援員で

対応することとし、計上を見送ります。



事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　生活困窮者自立支援法（以下「法」という。）の施行に基づき、生活保護に至っていない生活困窮者(※)に対する「第２のセーフティネット」として包括的な支援体系を創設し、郡部で福祉事務所を設置する県が実施主体として複合的な問題を抱える生活困窮者に寄り添って自立を支援する。
　※生活困窮者：現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者(法第２条第１項)


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　複合的な問題を抱える生活困窮者本人に寄り添って自立を支援することが目標であり、単純に相談受付件数や支援終結件数を増やすことが目標になりえない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　法における実施主体が福祉事務所設置自治体とされており、郡部に福祉事務所を設置している県が事業を実施する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　事業の実施主体は県であるが、事業利用者は町村所在の住民であるため、当該住民と接する町村役場などの関係機関との連携が必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　法施行に伴い、恒久的に実施すべき事業となるため、町村役場などの関係機関との連携を深めながら、複合的な問題を抱える相談者を適切に支援していく。


